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WGへの付託事項

自動運航船の安全基準・検査方法について、

検討会で議論する策定方針及び国際規則の

議論状況に留意しながら検討を進める。

上記検討の結果について、検討会に対して

報告を行う。

＜有識者＞

清水 悦郎 東京海洋大学学術研究院海洋電子機械工学部門 教授

村井 康二 東京海洋大学学術研究院海事システム工学部門 教授

三輪 誠 神戸大学大学院海事科学研究科 准教授

渡部 大志 埼玉工業大学 副学長・自動運転技術開発センター長

田村 兼吉 (一財)日本船舶技術研究協会 特別研究員

間島 隆博 (国研)海上・港湾・航空技術研究所海上技術安全研究所

知識･データシステム系長 兼 自動運航船プロジェクトチーム長

巣籠 大司 (独)海技教育機構企画調整部 研究国際課長

山田 智章 (一財)日本海事協会 技術研究所 主管

＜関係業界団体＞

（一社）日本船主協会、日本内航海運総連合会、（一社）日本旅客船協会、（一社）日本船長協会、

（一社）日本船舶機関士協会、（一社）日本造船工業会、（一社）日本中小型造船工業会、

（一社）日本舶用工業会、（一社）大日本水産会、（一財）エンジニアリング協会

＜関係事業者・機関＞
(公財)日本財団、（株）日本海洋科学、（株）エイトノット、(公財)日本海事センター、
(公社)日本海難防止協会

WGの構成

WGの開催状況

第1回WG（10月29日）
・WGの進め方
・安全基準（案）
・安全管理体制について

第2回WG（11月19日）
・安全基準の各論点の検討
・検査方法（案）

自動運航船の2030年頃までの本格的な商用運航の実現を目指すべく、昨年6月より「自動運航船検
討会」を設置し、安全基準・検査方法、責任・保険等について検討を開始。

第1回検討会において、安全基準・検査方法について技術的な議論が必要であることから、本検討会傘
下に「安全基準・検査WG」（座長：清水悦郎 東京海洋大学教授）を設置。
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1章 総則

1.1 適用

1.2 定義

1.3 原則

2章 自動運航システム

2.1 一般

2.2 状況認識

2.3 衝突・座礁回避

2.4 経路の実行・監視

2.5 船員への引継ぎ

2.6 情報記録

2.7 警報管理

2.8 その他の要件

3章 遠隔支援設備

3.1 一般

3.2 機関の遠隔監視

3.3 航行の遠隔監視

4章 リスクアセスメント

4.1 リスクアセスメントの実施

4.2 リスク軽減策

4.3 リスクアセスメントの留意事項

※章立ては今後の検討状況に応じて変更する可能性がある。安全基準の構成

MASSコード 4章（用語と定義）、
8章（運航上の背景）等から取入れ

国際海事機関（IMO）で策定中の「自動運航船の安全に係る国際規則」（MASSコード）案、国交省海事局
「自動運航船に関する安全ガイドライン」（2022年2月）等に基づき、自動運航船の安全基準案を作成中。

第1回・第2回安全基準・検査WGにおいて、基本的な構成・考え方について概ね合意済。

今後IMOの議論において国内の安全基準と差異が生じた場合は、MASSコードへの反映に取り組む。

MASSコード 9章（システム設計）、
10章（ソフトウェアの原則）、14章
（警報管理）、17章（航行の安全）等
から取入れ

MASSコード 17bis章(接続性）、
18章（遠隔操船）等から取入れ

MASSコード 7章(リスクアセスメ
ント）等から取入れ

会社の安全管理体制

（参考）
国内基準は、MASSコードとはその構成・適用関係が異なることから、1章(目的、原則、目標)、2章
（適用）及び3章（コード構成）についてそのままの取り入れはしないが、対応する記述は含める。
MASSコード5章（証書と検査）及び6章（承認手続き）については、別途検査方法に取り入れ。
国内基準は船上での人の介在を前提とするものであり、MASSコード19章（構造、区画、復原性及び
水密性）、20章（防火、火災検知及び消火）等の機能を自動化するものは想定しておらず、現時点で
は取り入れていない。

MASSコード 11章(安全運航
の管理）、16章（保守・修繕）等
から取入れ
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基本的な考え方

自動運航システムは、船内における作業を軽減するため船舶に施設される設備であって、船舶の航行に関する
主要な要素である(1) 状況認識 、 (2) 衝突・座礁回避 及び (3) 経路の実行・監視 を一貫して実行可能であ
るシステムを指すものとし、それぞれに関する要件を記述。

※ 各要素におけるタスクは、人とシステムの協働により達成されることに留意。

(1) 状況認識

自船状況の認識

地形情報の認識

他船情報の認識

他船等との音声通信

発光信号の確認

運航タスクにおける自動運航システムの機能イメージ（一例）

・・・

(2) 衝突・座礁回避

海上衝突予防法に準拠した
避航

特定海域に適用される法令
（港則法等）に準拠した避航

緊急対応を要する回避

(3) 経路の実行・監視

離着桟操船

航海計画の実行

経路の実行状況のモニタリ
ング

・・・
・・・

システムが全てを担う必要
はなく、人との協働により
機能要件を達成

自動運航システムは
(1)～（３）を一貫して
実行可能

赤字
自動運航システムが
実行するタスク

青字 人が実行するタスク

：

：
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1章 総則

1.1 適用
本基準は、[船舶自動化設備特殊規則（昭和五十八年運輸省令第六号）第●条]に規定する自動運航システムを搭載する船舶に適用する。ただし、本基準第3章は、同

規則第12条に規定する遠隔支援業務用設備等を使用する船舶のみに適用する。

1.2 定義
IMO MASSコードをもとに必要な定義を作成（例：自動運航船、自動運航システム、運用コンセプト、運用領域、運航設計領域）

1.3 原則
自動運航システムは、事前に設定された(1)運用コンセプト、（2）運用領域及び(3)運航設計領域の範囲内において、第2章及び第3章の機能要件を達成するものでな

ければならない。
ただし、遠隔支援を利用する場合、許容できないリスクをもたらしうる時間を超える通信途絶又は著しい通信品質の劣化があったときは遠隔支援が中断されたものとみ

なし、船上のみで機関部及び甲板部の必要な業務を実施可能な構成とすること。
(1) 運用コンセプト
自動運航システムの運用コンセプトについて、船舶及び遠隔支援設備（該当する場合）の制御、監視、介入における運用への人間の関与を考慮の上、少なくとも以下

の項目を含めて設定すること。 運用コンセプトは、船舶又は遠隔支援設備（該当する場合）に重大な変更が生じた場合は見直すこと。
a. 自動運航システムと船員の役割分担
b. 自動運航システムから船員への引継ぎ体制

(2) 運用領域
自動運航システムを搭載する船舶の運用領域について、少なくとも以下の項目を含め、船舶の運用能力及び制限を設定すること。

a. 船舶の機能及び条件の定義並びにユースケース
b. 地理的な運用エリア
c. 環境上の制限
d. 航海中の多様な運用モードにおける運用上の制限
e. 船員と自動化機能の間の機能分担及び作業割当て
f. 船舶の運用に重大な影響を及ぼすその他の要因

(3) 運航設計領域
自動運航システムの運航設計領域について、少なくとも以下の項目を含め、当該システムを使用可能な範囲を設定すること。

a. システムが安全に動作するための条件及び制限
b. システムが作動を開始する前に達成すべき能力及び制限
c. 地理的境界、気象等の外的及び内的条件 （航行海域の航路幅、沿岸からの距離、気象・海象、輻輳度 等）
d. 合理的に予見可能な自動運航システム又は機器の故障 4

※ 2025年1月時点の素案であり、安全基準・検査WGの議論を踏まえ変更の可能性あり。また、法令への取り入れにあたり文言を調整予定。安全基準案

１章「総則」においては、安全基準の適用対象、重要用語の定義及び運用コンセプト・運航設計領域の設定等について
定める。



2章 自動運航システム

2.1 一般
自動運航システムは、2.2～2.9節の機能を果たすため、以下の原則を満たすよう設計されなければならない。
(1) 他の航海機器等の船舶システムと効果的に統合・協調し、運用上のコマンドの矛盾等の悪影響を防ぐものであること。
(2) 自動運航システムが故障した場合、代替手段で安全に操船できる機能を備えること。
(3) 運航に必要なデータについて、MASSコード17.3.2項を考慮し、適切な形式で利用可能であること。
(4) 適切な航海計画を用いて運航できるよう、MASSコード17.4.1及び17.4.2項を考慮し、航海計画の検証、実行、修正等が可能であること。

2.2 状況認識
自動運航システムは、安全な航海のために必要な状況認識を満たすため、適切に継続監視及び情報統合ができる機能を有しなければならない。
(1) 以下を含む、安全な航海に必要な全ての情報を継続監視できること。

a. 海面上の周囲の静的及び動的対象物（海標、他の船舶、残骸 等）
b. 自船状態（針路、速力、位置、内部システムの状態 等）
c. 航海安全に関する地理的情報（海図情報 等）
d. 環境条件（天候、視界、海況 等）
e. その他船舶との衝突のおそれを判断するために必要な視覚情報及び聴覚情報

(2) (1)で定義された情報について、複数のセンサ入力を統合し、現在状況の分析及び将来状況の予測が可能であること。
(3) 得られた情報及び分析結果について、船員又は遠隔支援者が適時に利用可能であること。

2.3 衝突・座礁回避
自動運航システムは、状況認識に基づき、衝突又は座礁を回避する手段をとることができるものでなければならない。
(1) 2.2で得られた情報を考慮の上で、海上交通法規に従った経路の計画立案（明確な回避動作を含む）が行われること。
(2) 針路又は速力の修正及び決定は、船舶の運動性能を考慮して適時に行われること。
(3) 避航経路は、衝突又は座礁のリスクの回避に必要な行動の分析に基づくとともに、他の許容できないリスクをもたらすものでないこと。
(4) 前項までの要件のほか、次に掲げる要件を満たすこと。

a. 避航経路の立案にあたり、事前に設定した離隔距離の確保、周囲船舶に与える不安の最小化、避航後の航海計画への復帰に係る事項が遵守されること。
b. 自動運航システムの優位な特徴を活かすため、可能な限りにおいて、衝突のおそれが生じる前にリスク軽減操船が行われること。
c. 相手船との相対関係や種類を考慮し、海上衝突予防法上の保持船又は避航船のいずれに該当するか等の判断が行われること。
d. 計画には、少なくとも、変針点又は変速点の位置、航過時の速力、船首方位及び回頭半径の情報が含まれること。
e. 立案された計画は、その判断根拠とともに船員が確認できる場所に表示されること。
f. 避航動作に伴い必要となる操船信号等の音響信号及び発光信号を適切に実施できること。
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2章「自動運航システム」においては、状況認識（安全な航海に必要な情報の継続監視等）、衝突・座礁回避（海上交通法
規に従った経路の計画立案等）、経路の実行・監視（許容偏差の範囲内での経路実行等）、船員への引継ぎ、情報記録、
警報管理等に係る機能要件を定める。



2.4 経路の実行・監視
自動運航システムは、船舶が適切に経路を実行できるための制御ができるものでなければならない。
(1) 計画された経路における船舶の操縦性に基づき、必要に応じ低速時の操縦性能や岸壁からの離隔距離も考慮の上、予め定められた許容偏差の範囲内で実行で

きること。
(2) 航海計画からの逸脱が必要な状況が生じた場合、船員及び遠隔支援者（該当する場合）に通知すること。
(3) 経路の実行状況を継続的に監視し、必要に応じてその情報を船員及び遠隔支援者（該当する場合）が利用できること。

2.5 船員への引継ぎ
自動運航システムは、必要に応じて船員が引き継ぐことができる仕様としなければならない。
(1) 運航設計領域の逸脱の有無にかかわらず、船員が任意に自動運航システムをオーバーライドできること。自動/手動のモード切替えは、制御システムから独立し、簡

単な操作で迅速に行うことができ、誤動作を防止するものであること。
(2) 自動運航システムが運航設計領域から逸脱した場合又は逸脱が予見される場合、船員への引き継ぎにより適切な状態を維持するための措置が速やかに実施で

きるものであること。この措置については、船員がタスクの引継ぎ完了までに要する時間、衝突回避等の対応が可能な範囲が明確に設定されること。
(3) 運用領域から逸脱した場合、MASSコード8.4項を考慮してフォールバック状態に入り、リスクの最小化が図られること。

2.6 情報記録
自動運航システムは、運航に必要な情報の保持及び事故原因調査のため、作動状況を適切に記録する装置を備えなければならない。
(1) 自動運航システムの停止時において、使用中であった航海計画等を含む重要な記録が自動的に保存されるとともに、再使用時に当該記録を呼び出すことが可能

であること。
(2) 航海中に起こった海難等の原因調査に資するため、自動運航システムの記録を航海データ記録装置と同レベルで自動的に保存する機能を有すること。少なくとも

以下のデータを含むこと。
a. 自船の位置、針路及び速力並びに機関出力及び舵角
b. 自動運航システムが作動を開始及び停止した時刻
c. 自動運航システムから船員又は遠隔支援者への引継ぎが生じた場合、その要求及び実行の時刻
d. 自動運航システムの故障又は不具合が生じた場合、その発生時刻
e. 自動運航システムにおける重要なパラメータが変更された場合、その時刻及び変更内容
f. 自動運航システムの運航設計領域の逸脱判定に関わる周囲状況データ

(3) (2)の記録は、航海データ記録装置と同様の耐久性を有するとともに、2年以上保存され、改ざん防止措置が適切にとられていること。
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2.7 警報管理
自動運航システムの使用にあたり必要な情報を船員又は遠隔支援者に提供するため、適切な警報管理を備えなければならない。
(1) 船員又は遠隔支援者が以下を実行できるよう、船橋を含め、船舶の監視・制御を行いうる場所（遠隔支援を行う場合は遠隔支援施設を含む。以下同じ。）において、

事象の発生後即時に警報が適切に作動するとともに、常時確認が可能であること。
a. 警戒すべき状況の存在の認識
b. 現在の状況の特定及び評価
c. 複数の異常事態に対処しなければならない場合、それらの事態の緊急性の評価
d. 警報への対処
e. 全ての警報関連状態の一貫した方法による管理
f. 自動運航システムの作動状況の効果的な監視

(2) 少なくとも、以下の事象が発生した場合には、船橋を含め、船舶の監視・制御を行いうる場所において、即時に警報が作動すること。
a. 自動運航システムの運航設計領域を超過した又は超過することが予見される場合
b. フォールバック状態に入った又はその必要性が認識された場合
c. 自動運航システムの運用に影響を与えうる機器の故障又は冗長性の喪失により、リスクが著しく増大した場合

(3) 警報は、対応の緊急度の高いものを優先して表示すること。
(4) 正当な必要性のない限り、注意を要する1つの状況に対して複数の警報が作動することがないこと。
(5) 警報は、状況の結果を把握し、適切な行動を決定するのに十分な情報を提供するものであること。また、簡潔な警報は詳細な理解が妨げられる可能性があることに

留意すること。
(6) 自動運航システムの作動に必要な全ての警報を処理するとともに、他の全ての警報を一貫した方法で処理する機能を備えること。
(7) 警報の表示、鳴動及び消音について一貫性を持つこと。
(8) 前項までの要件のほか、MASSコード14章を考慮すること。

2.8 その他の要件
自動運航システムは、前項までの要件に加え、以下の要件を満たすように設計されなければならない。
(1) 船員又は遠隔支援者が、以下の事項を容易に認識できること。

a. 自動運航システムの作動状況
b. 自動運航システムが計画した経路
c. 船員への引継ぎ要求及びその内容
d. 自動運航システムの一部機能が解除された場合、その旨及び解除された機能

(2) 以下の事項を含む、有効なサイバーセキュリティ対策が講じられていること。
a. 船舶のライフサイクルに渡ってサイバーセキュリティを確保するためのアップデートを可能とすること
b. 外部からの不正アクセスを防止するための手段を設けること

(３) 前項までの要件のほか、自動運航システムのハードウェア及びソフトウェアは、MASSコード9章及び10章を考慮すること。
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3章 遠隔支援設備

3.1 一般
遠隔支援を行うための設備は、次節以降の機能を果たすため、以下の要件を満たすように設計されなければならない。
(1) 陸上の遠隔支援施設は、不正アクセスから保護され、サイバーセキュリティが適切に確保されたものであること。
(2) 陸上の遠隔支援施設と船舶との間の接続及び通信について、通信途絶又は通信品質の劣化を考慮し、適切に冗長性が確保されたものであること。
(3) 遠隔支援において使用、作成及び送受信されるデータ及び情報は、信頼性が高く、改ざん防止された保管場所に、適切な品質で保持されること。

3.2 機関の遠隔監視
機関の遠隔監視を行うための設備は、適切な監視を実行するため、以下の要件を満たすように設計されなければならない。
(1) 機関の状態等の監視及び診断を的確に行うことができるものであること。
(2) 機関の潤滑油の状態を適切な間隔で監視できること。
(3) 適切な頻度で、当該船舶から陸上施設にセンサ情報を送信する機能を有すること。
(4) 機関の状態監視及び診断に必要なデータを表示する機能を有すること。
(5) 機関の運転状態、過給機、各シリンダの燃焼、シリンダ、ピストン、ピストンリング、吸排気弁及び主軸受の状態を監視し、重大な異常又は不具合が生じる兆候を検

知する機能を有すること。
(6) 警報、警報に係るセンサ情報及び異常に関する情報を陸上施設等に直ちに送信する機能を有すること。
(7) 陸上支援者及び船上の機関士の役割に関するマニュアルを備えていること。

3.3 航行の遠隔監視
自動運航システムの作動状況を含めた航行に係る遠隔監視を行うための設備は、適切な監視を実行するため、以下の要件を満たすように設計されなければならない。
(1) 自動運航システムの作動状況及び当該船舶の周囲の状況を含め、運航状態等の監視及び診断を的確に行うことができるものであること。
(2) 適切な頻度で、当該船舶から陸上施設にセンサ情報を送信する機能を有すること。
(3) 運航状態等の監視及び診断に必要なデータを表示する機能を有すること。
(4) 自動運航システムの使用時にあっては、当該船舶の状態及び外部環境を監視し、運航設計領域の超過を検知する機能を有すること。
(5) 警報、警報に係るセンサ情報及び異常に関する情報を陸上施設等に直ちに送信する機能を有すること。
(6) 陸上支援者及び船上の航海士の役割に関するマニュアルを備えていること。
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3章「遠隔支援設備」においては、陸上からの遠隔監視(対象は機関及び航行)を利用する場合の要件を定める。



4章 リスクアセスメント

4.1 リスクアセスメントの実施
自動運航システムは、適切なリスクアセスメントにより、設定した運用コンセプト、運用領域及び運航設計領域が適切であることが示されなければならない。
(1) リスクアセスメントにおいては、ステークホルダー及び専門家とともに、リスク及び軽減策の分析、特定されたリスクの評価、効果的なリスク管理措置の実施等を含め、

自動運航システム及び遠隔支援の利用に関する包括的な検討を行うこと。
(2) 少なくとも、自動運航船の設計時及び船舶の運用コンセプト、運用領域又は運航設計領域の変更時にはリスクアセスメントを実施すること。
(3) 前項までの要件のほか、MASSコード第7章を踏まえてリスクアセスメントを実施すること。

4.2 リスク軽減策
自動運航システムは、リスクアセスメントで特定されたリスクについて、必要に応じ、適切なリスク軽減策が講じられたものでなければならない。
(1) 採用される軽減策は、単一事象だけでなく、同時に複数のシステムの性能に影響を及ぼす可能性のある船舶の運用領域内の予見可能な事象も考慮に入れたも

のであること。
(2) 軽減策は、独立した対策で構成され、リスクの大きさに応じたものであること。

4.3 リスクアセスメントの留意事項
リスクアセスメントは、少なくとも以下の事項を考慮して実施すること。
(1) 外部要因
・悪天候（降雨・強風・濃霧・波浪）
・輻輳海域
・想定外の他船の挙動

(2) 状況認識
・航路標識の検知失敗
・他船の検知失敗
・悪天候の検知失敗
・他船の音響信号の検知失敗
・他船の発光信号の検知失敗
・他船の灯火及び形象物の検知失敗
・センサの性能低下の検知失敗

(3) 衝突・座礁回避
・交通法規（海上衝突予防法等）に従わない計画の立案
・衝突回避できない計画の立案
・避航計画アルゴリズムの不備・エラー
・状況認識機能からの信号喪失
・状況認識機能からの情報の信頼性や安定性の低下

(4) 経路の実行・監視
・推進・操舵性能の低下

(5) 船員への引継ぎ
・自動運航システムから人間へ移行する際の時間的余裕が足りない
・システム使用者の居眠り又は体調不良による応答遅れ

(6) 警報管理
・警報の誤認
・警報の不作動

(7) 遠隔支援
・船舶との通信遮断状態
・通信の遅延及び不具合

(8) 運用上の事象
・自動運航システム又は関連装置の電源喪失
・使用者の習熟度・理解度不足（アラームの意味が理解されない、システムの
使用環境が不適 等）

(9) セキュリティ
・自動運航システム及び関連システムへの不正アクセス/ハッキング 9
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4章「リスクアセスメント」においては、自動運航船を導入しようとする者に対し、リスクアセスメントとリスク軽減策の実
施を要求し、リスクアセスメントで最低限留意すべき事項（ハザード）についても記述。
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自動運航システム等の習熟のための教育及び訓練
船員・遠隔支援者が自動運航システムの操作に習熟するため、会社において十分な教育及び訓練を実施。

船員・遠隔支援者を含む関係者の役割分担
船員・遠隔支援者を含め、自動運航船の運航に関わる者がどのようなタスクを担うかを明確に設定。

自動運航システム等に関する説明資料の搭載
船員・遠隔支援者が自動運航システムの使用方法、警報の意味、対処方法を認識できるよう、システムの説
明資料（手引書）を定め、参照しやすい場所に設置する。

不具合/非常時対応手順の確立
ODD逸脱、機器故障、サイバー攻撃等の事象を想定し、それぞれの場合の適切な対処方法を確立し、上記手
引書に記載。

自動運航システム等の重大な変更時の対応
自動運航システムのハードウェア、ソフトウェア、システム構成等について、安全性に関する重大な変更があ
る場合、会社として適切な承認プロセスを経るとともに、関係部署への情報共有を実施。

自動運航システム等の保守管理
自動運航システムが所定の機能を維持できるよう、ソフトウェアの更新を含め、適切な保守管理体制（メー
カーとの契約）を構築。

トラブルに係る情報収集・対応
自動運航システムの事故・トラブルが発生した場合、適切に情報収集・整理を行い、社内での共有を行うとと
もに、メーカーとも連携し対応。（重大な事案については、国交省への報告及び他の利用者への通知を含む
措置を講じることを要求。）
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第1回安全基準・検査WGの議論を踏まえ、会社の安全管理体制について、以下の事項を求める。

安全管理に係る要求事項

システムの構成・使い方に
よって変化するものであり、
この内容を運航時に適切に
実施することが求められる。
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【提出書類】
・運用コンセプト
・運航設計領域
・リスクアセスメント報告書
・安全管理書類 等

船舶所有者 国

① 検査申請

設計段階の検査

機器搭載前の検査

船上における検査

② 検査執行

（運航設計領域等に基づいて運航）

造船所、機器メーカ、システム開発者

設計書類作成

機器の性能試験 等 引き渡し

⑥ 自動運航船として
の検査証書交付

⑤ 運航時の検査
（運航時から自動運航
システム等を検査）

シミュレーション試験
③ 初期段階の自動運
航船※として検査証書

交付

⑦ 自動運航船とし
て運航可能

証書の書換

④ 実証運航可能

自動運航システム等に係る検査手続きの流れ

第2回安全基準・検査WGの議論を踏まえ、自動運航船の検査方法を検討中。今後、第3回以降のWGに
おいて詳細な方法を審議予定。

※ 初期段階の自動運航船とは、自動運航システム
の全てのタスクに人の介在を有するもの
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船舶検査は安全基準への適合性を確認し、その確認が終わった時点で検査合格とする

自動運航システム及び遠隔支援設備（自動運航システム等）に関する検査は通常の船舶検査に追加して実施する

既存の検査手順（設計段階の検査、機器搭載前の検査及び船上における検査）と運航時の検査にて自動運航シス
テム等の船舶検査を実施する

ステップ１ 設計段階の主な検査

自動運航システム等に関係する書類（例：運用コンセプト、リスクアセスメント報告書、
安全管理書類）の審査

衝突・座礁回避や経路の実行・監視等の機能評価

設計段階におけるリスクアセスメント

ステップ２ 機器搭載前の主な検査

自動運航システム等を構成する機器の性能確認 （ステップ１で検査された書類に基づく）

自動運航システム等を構成する機器間の連携確認

リスクアセスメント（変更等により、必要な場合）

ステップ３ 船上における主な検査

自動運航システム等を構成する機器の搭載確認

ステップ４ 運航時の主な検査

実海域における自動運航システム等の検査

リスクアセスメント（変更等により、必要な場合）

初期段階の自動運航船としての
検査証書

自動運航船としての検査証書

1) No.                       

2) Issuer’s name:

Issuer’s address:

3) Object of the declaration:     

4)

Document No.: Title: Edition/Date of issue

5)

6) Additional Information：

Signed for and on behalf of:

  (P lace and date of issue)

7)

 (Name, function)  (Signature)

Guid elines for the development of th e Inventory of
H azardous Mate rial s

Supplier’s declaration of conformity for Material Declaration Management 

The object of the declaration described above is in conformity with the
requirement of the following documents：

Supplier's Declaration of Conformity

1) No.                       

2) Issuer’s name:

Issuer’s address:

3) Object of the declaration:     

4)

Document No.: Title: Edition/Date of issue

5)

6) Additional Information：

Signed for and on behalf of:

  (P lace and date of issue)

7)

 (Name, function)  (Signature)

Guid elines for the development of th e Inventory of
H azardous Mate rial s

Supplier’s declaration of conformity for Material Declaration Management 

The object of the declaration described above is in conformity with the
requirement of the following documents：

Supplier's Declaration of Conformity

船舶検査の方法の方針
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電子海図情報表示装置（ECDIS）、船橋航海当直警報装置（BNWAS）などの既存の安全基準にて検査され
ている機器については、既存の検査手法（予備検査や型式承認制度など）を活用し、追加機能がある場合はそ
の部分に関する検査を自動運航システム等の検査のなかで実施する。

安全管理体制の確認については、会社が行うべき安全基準で求める事項（システム習熟のための教育や訓練
等）が文書化され、実施されていることを確認する。また、既存の安全管理手法（例：ISMコード）を運用して
いる場合には、当該安全管理手法を活用しながら、運用状況を確認する。

衝突・座礁回避及び経路の実行・監視の機能に関するシナリオ/シミュレーションベースの評価並びにリスクア
セスメントの実施方法については、きわめてアカデミックな内容であることから、現在、（一財）日本海事協会
による国交省委託事業の成果及び（一財）日本船舶技術研究協会の会議体において専門家を交えて検討中。

今後の安全基準・検査WGにおいて、上記の成果を踏まえて評価手法や実施方法毎に準備のできたものから
検討を行い、検査方法の策定を進めていく。

2024年

第1回（6/27） 第2回（7/25） 第3回（本日） 第4回（2-3月頃） 第5回（6月頃）

2025年 2026年

自動運航船検討会

第1回（10/29）
安全基準・検査WG

第2回（11/19）

検討スケジュール

適宜開催

検査方法の策定に係る検討

第3回（2/3） 第4回（3/13）

(以降、必要に応じて開催)



安全基準策定の進め方において、考慮すべき事項はないか。

安全基準（ハード面）について、さらに追加・考慮すべき事項は

ないか。

安全基準（会社の安全管理）について、さらに追加・考慮すべき

事項はないか。

検査方法について、さらに検討すべき事項はないか。
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ご審議いただきたい事項


